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財 団 法 人 し ま ね 農 業 振 興 公 社

青年農業者農業技術等ｽﾃｯﾌ゚ ｱｯﾌ゚支援事業後期施策

実施規程

（趣旨）

第１条 この事業は、一定期間の農業経営を自ら経験し、農業技術等の改善や補強によるス

テップアップの必要性を認識している青年農業者が、農業経営体としての独創的な経営戦

略や地域の特性を生かした多様な事業展開を進めるため、技術や経営手法の習得機会に要

する経費を助成することにより、将来にわたり安定的な経営を行う担い手を育成すること

を目的とする。

（事業内容）

第２条 財団法人しまね農業振興公社（以下「公社」という ）は、青年農業者が自らの農業。

経営に創意工夫を加え、また新たな事業展開の一助とするために、指導機関等の協力を得

て自ら企画・立案した計画に基づいて農業技術等の改善・向上を図るための調査・研究・

研修活動（以下「研修等」という ）を支援する。。

この事業の対象となる研修等の内容は別表１のとおりとし、単年度に実施する研修等と

する。

（事業対象者の要件）

第３条 この事業の対象となる者は、年齢が４０歳未満（事業実施年度の４月１日現在の満

年齢）且つ２年を超える農業経営を行い、次に掲げるいずれかに該当する者とする。

（１）認定就農者（青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特別措置法（平成

７年法律第２号）第４条第４項に規定する者）

（２）法人を除く認定農業者（農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１

２条第１項の認定を受けた者）

（３）家族経営協定を締結し、部門等の経営を担っている配偶者及び後継者。

（実施手続き）

第４条

（１）事業計画の認定

（ 「 」 ） 、ア この事業による研修等を実施しようとする者 以下 事業実施者 という は

農業技術等ステップアップ支援事業後期施策実施計画申請書（様式第１号）を作成

し公社理事長に提出する。

イ 公社理事長は、別に定める審査会を開催し事業計画の認定についての可否を決定

する。

ウ 公社理事長は、イの可否について、事業実施者、事業実施者が居住する市町村、

関係する農業協同組合及び農林振興センター（隠岐支庁にあっては農林局）に通知

する。

（２）実施計画の変更
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事業実施者は、実施計画を変更する必要が生じた場合は、青年農業者農業技術等ステ

ップアップ支援事業後期施策実施計画変更承認申請書（様式第２号）を公社理事長に提

出し、その承認を得る。

（助成措置）

第５条 公社理事長は、毎年度予算の範囲内において認定した実施計画について、別表１に

より経費の１／２以内を事業実施者に助成する。

但し本事業による助成は１回限りとする。

（事業推進）

第６条 公社理事長は、事業の効果的な推進に資するため事業の周知を行うとともに県や市

町村の協力が得られるように努める。

（実施期間）

第７条 この事業の実施期間は、平成２１年度から平成２３年度までの３年間とする。

（実績報告）

第８条 事業実施者は、事業実施後３０日以内に、青年農業者農業技術等ステップアップ支

援事業後期施策実績報告書（様式第３号）を作成し公社理事長に提出する。

（助成金の支払い）

第９条 公社理事長は、第８条の実績報告書を適当と認めたときは、速やかに助成金を支払

う。

（事業成果報告）

第１０条 事業実施者は、事業終了後２ヶ年経過した時点で青年農業者農業技術等ステップ

アップ支援事業後期施策成果報告書（様式４号）を作成し、公社理事長に提出する。

（認定の取り消し及び助成金の返還）

第１１条 公社理事長は第９条に基づく助成金を支払った後、研修内容等に不正が認められ

た場合、事業認定を取り消し、事業実施者に対し助成金の一部又は全額について返還させ

るものとする。

（その他）

第１２条 この実施規程に定めるもののほか、この事業に関し必要な事項は公社理事長が別

に定める。

附 則

１ この規程は、平成２１年４月１日から施行する。

２ 財団法人しまね農業振興公社青年農業者農業技術等ステップアップ支援事業実施規程 平（

成１７年５月２５日施行）は、廃止する。なお、同実施規程第４条に規定する事業実施者

が同実施規程第８条に規定する実績報告及び第１０条に規定する事業成果報告は、従前の

例による。
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別表１

対 象 経 費 変更承認
研 修 等 の 内 容 助 成 額 を必要と

区 分 内 容 する場合

(1)新技術等の調査・研究、栽培 研修等の経費 旅費 研修等の目的地ま 事業費の

技術等の習得・研修等に要する の１／２以内 での交通費等 20%以上

費用 （助成限度額 の増減

１件当たり50 宿泊費 研修等期間中の宿

(2)経営発展のための新品目、新 千円以上250千 泊費

規部門導入等のための経済性・ 円以内）

市場性等に関する調査・研究・ 負 担 金 研修会等への参加

研修等に要する経費 ・謝礼 負担（資料代含

む 、研修等受入。）

(3)新しい商品の開発 販路開拓 れ先への謝礼、 、

流通拡大のための調査・研究・

研修等に要する経費 物 品 購 資料、サンプル購

入費 入費等

ただし、経営の改善策、成果に ただし、１件10

結びつく具体的計画のない視察研 0千円以上の償却

修参加等は認めないものとする。 資産購入は除く

保険料 研修等期間中の傷

害保険料

その他 その他研修等の計

画に記載された経

費であって公社理

事長が必要と認め

たもの
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様式第１号

平成 年 月 日

財団法人しまね農業振興公社理事長 様

事業実施者 氏 名 印

青年農業者農業技術等ステップアップ支援事業後期施策実施計画申請書

青年農業者農業技術等ステップアップ支援事業後期施策を実施したいので同事業実施規程

第４条の（１）の規定に基づき申請します。

記

様式第１号の２により記載
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様式第１号の２

１．事業実施者の概要

（ ： 性別： 生年月日： 年 月 日ふ り が な）

氏 名： 男・女 年 齢： 満 歳

住 所：〒

電話番号：

２．事業実施者の略歴

区 分 年 月 内 容

研修先

農 業 研 修

研修内容

資格免許等の名称

資格・免許

就農時期・場所

農業の経歴 就農の形態

経営（担当）の開始

３．事業実施者の経営概況

作 目 等 経 営 規 模 直 近 年 の 生 産 量 販売額(千円) 備 考

合 計

４．経営の課題

課題となって

いる内容

課題解決の必

要性
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５．課題解決の方法

課題解決の方向

具体的な手法

６．目標とする経営発展の成果

課題解決による経

営改善、経営発展

の内容、効果等

７．研修等の計画

研 修 に 係 る
期 間 研 修 等 の 内 容

経費（千円）

合 計

８．事業の費用計画

事 業 に 要 す る 費 用 負 担 区 分

研修計画・物品内容 経費の額 公 社 その他

研修の費用

物品の購入

合 計
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注１）実施規程別表１の対象経費の区分をもとに研修経費の内訳を明記し見積書を添付する

こと。

注２）実施規程第３条の事業対象者の要件を確認できる書類を添付すること。
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様式第２号

平成 年 月 日

財団法人しまね農業振興公社理事長 様

事業実施者 氏 名 印

青年農業者農業技術等ステップアップ支援事業後期施策実施計画変更承認申請書

平成 年 月 日付け 第 号で認定を受けた青年農業者農業技術等ステッ

プアップ支援事業後期施策実施計画を下記のとおり変更したいので、同事業実施規程第４条

の（２）の規定に基づき申請します。

記

１．変更の理由

２．変更の内容

※様式第１号の２に準じて作成のこと。

注）変更部分について、変更前を（ ）書きで上段に記載すること。
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様式第３号

平成 年 月 日

財団法人しまね農業振興公社理事長 様

事業実施者 氏 名 印

青年農業者農業技術等ステップアップ支援事業後期施策実績報告書

平成 年 月 日付け 第 号で認定を受けた青年農業者農業技術等ステッ

プアップ支援事業後期施策実施計画を下記のとおり実施したので、同事業実施規程第８条の

規定に基づき報告します。

また、同事業実施規程第９条の規定に基づき、助成金の支払いを請求いたします。

記

様式第３号の２により記載
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様式第３号の２

１．研修等の実績

研 修 に 係 る
期 間 研 修 等 の 内 容

経費（千円）

合 計

２．研修等で得た内容等

注）研修等が複数ある場合は、区別して記載すること。

３．事業費用の実績

事 業 に 要 し た 費 用 負 担 区 分

研 修 計 画 ・ 物 品 内 容 経費の額 公 社 その他

研修の費用

物品の購入

合 計

注）実施規程別表１の対象経費の区分をもとに研修経費の内訳を明記し、証憑書類の写しを

添付すること。
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様式第４号

平成 年 月 日

財団法人しまね農業振興公社理事長 様

事業実施者 氏 名 印

青年農業者農業技術等ステップアップ支援事業後期施策成果報告書

平成 年 月 日付け 第 号で認定を受け実施した青年農業者農業技術等

ステップアップ支援事業後期施策について、同事業実施規程第１０条の規定に基づき、経営

の状況を含めその成果を報告します。

記

様式第４号の２により記載
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様式第４号の２

１．経営の課題となっていたこと

課題となって

いた内容

課題解決の

必要性

２．課題解決の方法

課題解決の方向

具体的に実施し 研修等の概要

た手法

研修等を踏まえて実施した事項等

３．経営の変化

作 目 等 経 営 規 模 直近年の生産量 販売額(千円) 備 考

事

業

実

施

前 合 計

事

業

実

施

後 合 計
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４．経営発展の成果等

目標とした成果等

実施結果及び考察等

５．今後の計画


